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四国地方整備局事業主体土器川直轄河川改修事業事業名

社会経済情勢の急激な変化、技
術革新等により再評価の実施の
必要が生じた事業

河道整備
（河道掘削・根固補強等）
L=1,300m

事
業
の
目
的

位
　
置
　
図

土器川の土器・飯野箇所においては、局所洗掘により河床高が護岸根入れより低く、かつ、高
水敷幅のない単断面形状のため、堤防決壊の恐れがあることから、河道整備（河道掘削・根
固補強）等を行い、出水による堤防決壊防止を図る。
また吉野・長尾箇所は、洪水のたびに河床低下が縦断的に拡大し、低水護岸の崩壊や堤防
決壊が懸念されるため、河道特性や河川環境に配慮した河床安定化対策を実施する。

事
業
の
概
要

土器川(土器・飯野箇所、長尾・
吉井箇所)
（香川県丸亀市～まんのう町：１市１町）

国直轄管理区間　18.85km

平成21年度～平成30年度

27億円

整備内容

該当基準

事業区間

事業期間

総事業費

● 土器・飯野箇所

位置図

愛媛
高知県

徳島

香川

土器川

太平洋

瀬戸内海

土器川流域

●

吉野・長尾箇所

丸亀市街地

凡例

鉄道（JR線）

高速自動車道

国道

私鉄

土器川流域

基準地点■

浸水想定区域
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１．概況

  ①流域の状況

②地域の協力体制

③事業に係わる地域の土地利用、人口、資産等の変化

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

土器川改修期成同盟会（S43～）など、香川県、沿川の関係市町と協働して事業を進め
ている。また、地域住民と協力して河川管理を推進するため、河川愛護モニターや「リフ
レッシュ「香の川」パートナーシップ」の関係団体を通じて、地域の人々へ河川に関する
様々な情報を発信しており、地域の取り組みと連携した河川整備等を行っている。

土器川流域は、下流部に香川県第２の都市である丸亀市があり、人口・資産が集積する
下流部の堤防が決壊した場合には、扇状地の地形特性から、氾濫流が広範囲に拡散し
甚大な被害が発生することになる。本地域は本州と四国を結ぶ瀬戸大橋や高松自動車
道、鉄道が集中する、四国における交通の拠点として重要な要所となっていることから、
数多くの企業が立地し、資産状況等も増加傾向にある。

土器川沿川流域における人口は近年では大きな変化はないが、丸亀市において市街地
が拡大傾向にある。

●

土器・飯野箇所

土器川流域

●

吉野・長尾箇所

丸亀市街地

市街地

水田

想定はん濫区域

荒地

その他用地

森林

流域境

畑・果樹園
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２．洪水被害

●主な洪水被害の実績

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

洪水発生
年月日

発生原因
ピーク流量

(m3/s)

昭和51年
9月12日

台風17号 約480

昭和54年
10月19日

台風20号

昭和50年
8月23日

被害状況 摘要

台風6号 約1,020 護岸崩壊23箇所、乙井橋流出 戦後第2位

護岸崩壊12箇所、右岸14k9付近
堤防断面約50%浸食

昭和54年
9月30日

台風16号 約800 護岸崩壊2箇所、局所洗掘1箇所

約410 河岸浸食

昭和62年
10月17日

台風19号 約450 護岸崩壊13箇所

戦後第3位

平成9年
7月26日

台風9号 約590 護岸崩壊4箇所

平成2年
9月19日

台風19号 約1,010
護岸崩壊8箇所、
野津床止被災

平成16年
9月30日

台風21号 約590 護岸崩壊2箇所

平成13年
8月21日

台風11号 約630 護岸崩壊8箇所

戦後最大

平成17年
7月2日

梅雨前線 約670 護岸崩壊2箇所

平成16年
10月20日

台風23号 約1,030
護岸崩壊2箇所、
満濃大橋橋脚周辺洗掘

Ｓ50洪水旧乙井橋流失

←土器川

堤防侵食 S51洪水

土器川
↓

土器川
↓

H16洪水河岸侵食 S50洪水

土器川
↓

←
土
器
川

H16洪水

県
道

溢水氾濫

河岸侵食
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３．事業内容・対策工法の概要

事
業
内
容
・
対
策
工
法
の
概
要

３．１　土器・飯野箇所
○土器・飯野箇所は湾曲部に位置する固定水衝部であり、出水のたびに河床洗掘が進行して
おり、堤防決壊の危険性が高い。
○水衝部の河床洗掘対策として、左岸の根固め補強を行うとともに、右岸の河道掘削を行い、
洪水時の流れが左岸側に集中することを緩和させる。
○また、左岸１．６ｋの堤防断面が不足しているため、堤防断面拡幅による堤防整備を行う。

土器・飯野箇所位置図

土器・飯野箇所整備イメージ

右岸拡幅

河床掘削

根固補強

土器川

土器川

根固補強
L 800

河道掘削

堤防拡幅

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

標
高

(T
P

m
)

S50

S62

H02

H17

護岸基礎高
TP.-1.296m

最深河床
高

2.4
局所洗掘の進
行

１．６ｋ左岸深掘れ要因　横断経年変
化図
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事
業
内
容
・
対
策
工
法
の
概
要

３．２　長尾箇所
○長尾箇所は野津床止下流に位置し、平成2年洪水により床止護床工が被災した際に風化岩
河床が露出し、以降洪水のたびに河床低下が下流側に拡大している。
○河床の安定のために分散型落差工等実施し、河床の安定化を図る。

H.W.L., 103.507

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

-50 0 50 100 150 200 250 300 350 400

長尾箇所 吉野箇所野津床止

15.0ｋ

15.2ｋ

15.4ｋ

満濃大橋

洗掘対策
(河床安定化)

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

標
 
高

 
(
T
.
P
.
m
)

HWL

S50平均河床

S54平均河床

S58平均河床

S62平均河床

H02平均河床

H09平均河床

H14平均河床

H17平均河床

満濃大橋

天神床止

野津床止

H.2.9洪水で洗掘被災で河床が低下

分散落差工の設置により、
河床低下を抑制し、河床の

安定化を図る

15.0k 16.0k14.0k

距離標

満濃大橋の橋脚深掘れ状況(H16.10洪水)

洪水前河床高

経年変化縦断図（平均河床）

分散型落差工

平水位

１５ｋ２長尾箇所整備イメージ

分散型落差工構造イメージ

←流向

巨石 異形ブロック

長尾箇所位置図

L=500m
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４．本事業評価は、土器川河川改修事業の経済的妥当性を検証したものである。

＜想定される被害状況＞

想
定
さ
れ
る
被
害
状
況

○平成２０年度末での治水施設の整備状況下で土器川が氾濫したと想定すると、丸亀
市の市街地が浸水し、甚大な被害が発生。

○計画規模の洪水による氾濫被害は以下のとおり。
　総被害額　　　　　　約１，６９０億円
　一般被害額　　　　　約　　６１０億円　　農作物被害額　　約０．０７億円
　公共土木施設被害額　約１，０３０億円　　その他　　　　　約５０億円

　至　瀬戸大橋

臨海工業地帯

ＪＲ丸亀駅

丸亀市役所
市立小学校・幼稚園

主要地方道

ＪＲ予讃線

土器川氾濫区域のonly１、No１企業

Ｘ線造影用バリウム　生産量日本１
　　　　　　　　　　　　　（シェア約４０％）
工業用ゴムホース　　生産量日本１
　　　　　　　　　　　　　（シェア約７０％）
　　　　・
　　　　・

×

左岸1.6k破
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５．１費用対効果（Ｂ／Ｃ）検討結果

河川の治水コストを見込んだ場合

Ｂ／Ｃ＝ 570.3億円/25.4億円＝ 22.5

費用効果分析（土器川1/100）

（対象期間：H21～H80）

マニュアル及び技術指針に基づき事業の投資効率性を算出した結果は下表のとおり。

○ 「治水経済調査マニュアル（案）」に基づき算出

[費用]

※1： 整備期間中の費用から社会的割引率４％を用いて現在価値化を行い総費用を算定。

河川事業： 27億円　⇒　22.8億円

※2： 評価対象期間内（整備期間＋50年間）での維持管理費を社会的割引率４％を用いて

現在価値化を行い算定。

[効果]

※3： 事業完成後の年平均被害軽減額を算出し、評価対象期間（整備期間＋50年間）を

社会的割引率４％を用いて現在価値化を行い算定。

※4： 評価対象期間後（50年後）の施設及び土地を現在価値化し算定。

[投資効率性の3つの指標]

※5： 総費用と総便益の比(B/C)　投資した費用に対する便益の大きさを判断する指標。

※6： 総便益Ｂと総費用Ｃの差(B-C)　事業の実施により得られる実質的な便益額を把握するための

指標。

※7： 投資額に対する収益率を著す指標。

効率性が良いと判断。

現在価値化： ある一定の期間に生ずる便益を算出するには、将来の便益を適切な”割引率”で

割り引くことによって現在の価値に直す必要がある。それを現在価値化という。

社会的割引率： 社会的割引率については、国債等の実質利回りを参考に４％程度と設定している。

費
用
対
効
果
の
分
析
結
果

・・・・・　　左岸氾濫ブロック整備事業（対象期間：H21～H80）

摘要

建設費[現在価値化] ※1 ① 23 億円 河川改修費

Ｃ費用 維持管理費[現在価値化] ※2 ② 3 億円 河川の維持管理費

費用合計 ③=①+② 25 億円

便益[現在価値化] ※3 ④ 570 億円 河川改修による便益

Ｂ効果 残存価値[現在価値化] ※4 ⑤ 0.2 億円 施設等

効果合計 ⑥=④+⑤ 570 億円

費用便益比(CBR) B/C ※5 22.5

純現在価値(NPV) B-C ※6 545 億円

経済的内部収益率(EIRR) ※7 117 ％

金額等

22.8

2.6

25.4

570.1

0.2

570.3

544.9
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５．２マニュアル及び技術指針に基づき算出した「Ｂ」効果の内訳は下表のとおり。

「Ｂ」効果の内訳（対象期間：H21～H80）

[被害額]

※1： 家屋、家庭用品等の被害額であり、浸水深に応じた被害額（治水経済マニュアルより）を乗じて

算出し、評価対象期間（50年）について現在価値化を行い算出。

※2： 水稲、畑作物等の被害額であり、浸水深および浸水日数に応じた被害額を乗じて算出し、

評価対象期間（50年）について現在価値化を行い算出。

※3： 道路、橋梁、下水道等の被害額であり、一般資産被害額に被害率（治水経済マニュアルより）を

乗じて算出し、評価対象期間（50年）について現在価値化を行い算出。

※4： 事業所の被害額であり、浸水深に応じた営業停止日数を求め、従業員１人１日あたりの価値額

（治水経済マニュアルより）を乗じて算出し、評価対象期間（50年）について現在価値化を行い

算出。

※5： 家庭、事業所における清掃費用、代替活動費であり、浸水深に応じた清掃日数および被害単価

（治水経済マニュアルより）を乗じて算出し、評価対象期間（50年）について現在価値化を行い

算出。

[残存価値]

※6： 施設について法的耐用年数による減価償却の考え方を用いて、評価対象期間後（50年後）の

現在価値化を行い、残存価値を算出。

※7： 土地について、用地費を対象として評価対象期間後（50年後）の現在価値化を行い、残存価値

を算出。

資料

「治水経済調査マニュアル（案）」平成17年4月、国土交通省

費
用
対
効
果
の
分
析
結
果

摘要

便益（一般資産） ※1 204.28 億円

便益（農作物） ※2 0.007 億円

便益（公共土木） ※3 346.05 億円

便益（営業停止損失） ※4 11.08 億円

便益（家庭における応急対策費用） ※5 6.46 億円

便益（事業所における応急対策費用） ※5 2.22 億円

合計 570.1 億円

残存価値（施設） ※6 0.195 億円

残存価値（土地） ※7 0.002 億円

合計 0.2 億円

効果合計（金額は現在価値化） 570.3 億円

金額等

被
害
額

（
治
水

）

残
存
価
値

9



６．コスト縮減策の取り組み

　１．建設発生土の利用

　２．コンクリート二次製品の利用

　３．現場発生品の有効利用

コ
ス
ト
縮
減
や
代
替
案
の
可
能
性

道路工事などの他事業や河道掘削により発生した建設発生土を土器川管内にお
ける堤防整備や堤防強化に活用している。

河川護岸として必要な安定性を確保しつつ、自然環境の創出に寄与したり連続機
械化施工による施工性の向上、安定した品質の確保を行うなどしてコスト縮減に努
めている。

コンクリート取り壊しなどで発生した殻を、かごマットや袋詰玉石の材料に使用する
などリサイクルの可能性を検討している。

コンクリート基礎

張
コ
ン
ク
リ
ー
ト

練
石
張

現場打

根
入
れ

石
張
護
岸

張
ｺﾝｸﾘｰﾄ

練
石
張

（ｅベース）
プレキャスト基礎

石
張
護
岸

根
入
れ

【従来】現場打基礎 【コスト縮減策】プレキャスト基礎
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７．環境に対する取り組み

環
境
に
対
す
る
取
り
組
み

土器川特有の厳しい河川環境にあって特徴的な環境に依存する動植物の生息、生育、
繁殖環境の保全に努める。
また、河川工事の実施においては、河川環境に与える影響を最小限に抑えるよう努め
る。

 

 

現況 

整備後 

掘削したヨシ原の根茎を含む

基盤土を移植する 
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８．地域連携への取り組み

地
域
連
携
へ
の
取
り
組
み

　土器川の河川改修の推進については、毎年地元自治体で構成する「土器川改修期成
同盟会」より要望を頂いている。
　河川の管理体制の強化や河川に対する地元住民の理解を深め、河川愛護の普及啓
発を目的として委嘱している河川愛護モニターや「リフレッシュ「香の川」パートナーシッ
プ」の関係団体と、河川管理に関する情報交換等を積極的に行うとともに、地域と連携を
図り、河川の一斉清掃や「リバーキーパーズ通信」等による環境学習を通じて地域住民
の意識を高めさらなる河川美化に努めている。
　また、学識経験者で構成する「河川渓流アドバイザー」からは環境に配慮した河川事業
の進行等について助言を受けている。

清掃活動 愛護モニター会議

リバーキーパーズ通信河川渓流アドバイザー会議
（現場視察状況）

要望書
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費用対効果算出資料 
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